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戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）について
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戦略的イノベーションプログラム第３期（ＳＩＰ第３期）
１４課題

出典：
https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/sipgaiyou.pdf

本ＳＩＰ課題
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SIP「豊かな食が提供される持続可能なフードチェーンの構築」
目指すビジョン

● 3つのリスクに対して、サイバー・フィジカルシステムを活用し国内産業を活性化させ、国内に フードチェーンを
再構築する。

2030年に目指す到達点 (ミッション)
安全・安心な
生活の基盤
の確立

活力ある生活の
実現

➀食料安全保障

③健康維持増進

国内の生産能力を増強し、地政学的
リスクが顕在化しても安定供給できる
リスク対応力を持つ

➁環境負荷低減
生産性と環境負荷低減を両立させ、
炭素を固定し生物多様性を回復する、持
続型のフードチェーンが成立する

Well-beingの実現を後押しする多様な事
業を生み出し、食によって健康を実現する
市場の成長が加速している

"豊かな食"の実現
• 国民全体の食の安全・安心が担保され、日々の活力ある
生活に繋がる食事を摂取できる状態を目指す

• それにより、Society 5.0が目指す社会を実現

最優先課題 : 食の国産国消の最大化と環境負荷の低減

豊かな食の定義と実現に向けた考え方
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社会的充足肉体的充足

精神的充足

最優先課題

3 健康維持増進

Society 5.0における将来像:国民の安全安心/resilience が確保され、一人ひとりの多様な幸せ/Well-beingが実現された社会
課題概要:サイバー・フィジカルシステムの活用により、国内産業を活性化させ国内にフードチェーンを再構築
日本のフードチェーンが
置かれている状況

①極端な国際分業に
伴う食料安全保障リスク
• 日本の購買力低下による買い負け
• 肥料等輸入国の偏在、
価格高騰

②気候変動で生産が 不安定化
する環境リスク
• 土壌の劣化・生物多様性の減少に
よるレジリエンスと収量の低下

③社会の健康維持機能
喪失に伴う健康リスク
• 食の二極化による健全な
食習慣を持たない層の
増加

３つのリスク

> >



SIP「豊かな食が提供される持続可能なフードチェーンの構築」
課題別に設定した４つのサブ課題

● SIPでは、サイバー・フィジカルシステムの活用により、諸課題を解決し、普及のコアとなるモデルを開発する。

サブ課題 SIPで開発するモデル SIP終了後の普及に向けた取組
A 植物性タンパク質
（大豆）の育種
基盤構築と栽培
技術確立

・ 大豆新品種（多収・高品
質）を効率的に開発する育種
PF

・ 新品種のポテンシャルを発揮
する多収栽培支援AI

・ 育種PF、多収栽培支援AIは農研
機構が維持管理
・ 多収栽培支援AIは、企業がアプリを
開発し、事業化
・ 政策支援（開発された新品種・栽
培技術の普及、加工・流通施設の整
備の推進等）

B 肥料の国内循環
型利用システム構
築

・ 高機能密閉縦型堆肥化装
置等による、未利用資源（下
水汚泥資源、家畜排せつ物
等）の循環モデル（３つのモデ
ル地域）

・ 高機能密閉縦型装置は、民間企業
が事業化
・ 政策支援（モデル地域の取組の横
展開、開発装置の普及の推進等）

C 動物性タンパク質
の次世代養殖シ
ステム構築

・ 広帯域ソナー、長距離飼料
搬送技術等により、沖合養殖
漁場の拡大を可能とする、次
世代養殖システム

・ 次世代養殖システムは、民間企業が
事業化
・ 政策支援（次世代養殖システムの
普及の推進等）

D 国産大豆等を利
用した豊かな食解
析システム

・ 個々人の体調、嗜好、習慣
等に応じて、栄養バランスの取
れた最適な食事を提案する、
豊かな食解析システム

・ DB、解析APIを提供し、民間企業
や自治体が活用して事業化もしくは住
民健康施策へ反映
・ 政策支援（食育等の活動の中で紹
介）

解決すべき課題
・ 収量向上
・ 気候変動、地域に応じた品種
の適時な更新（20年以上前
の品種が6割）
・ 農業者の急速な減少

・ 国内資源の肥料利用拡大
・ 関係機関（自治体、JA、産
廃処理業者、農業者等）の理
解促進

・ 沿岸の養殖適地の枯渇、海
水温の上昇
・ 人手不足
・ 飼料コストの高騰（輸入に依
存、経費の7割）

・ 食生活の改善による健康維持
増進
・ 食と連携したヘルスケアサービ
ス産業の拡大



サブ課題A、B、C設定の背景
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● 食料や食料生産に必要な化学肥料の多くを輸入に依存している等、基本的な本SIPの必要性
はFS時から変わっていない。

● 関連する政策面では、以下の進展。
「菌体りん酸肥料」公定規格の創設（令和５年６月）
品質管理が徹底され、汚泥資源を利用した肥料成分（りん酸）を保証可能に
スマート農業技術活用促進法の成立（令和６年６月）
農業者の急速な減少に対応して、農業の生産性の向上を図る
（参考：SIP１成果 自動走行トラクター、農業データ連携基盤WAGRI等）
食料・農業・農村基本計画の改定（令和７年4月閣議決定）

25年ぶりに改正された食料・農業・農村基本法に基づく初の計画

農業者の急速な減少

国
産

輸
入

食品用大豆の自給率は24% 沿岸養殖場の枯渇化学肥料原料は
ほとんどを輸入に依存
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リン酸アンモニウム 塩化カリウム

農林水産省「肥料をめぐる事情」
（2024年12月）

“ウォールド君のお魚大百科" 全国海水養魚協会

魚の生育に適した水温・自然災害の影響を
受けにくい養殖適地は既に飽和状態

「農業センサス」、「農業構造動態調査」及び各種面積統計を基にした農水省試算

総農業経営体数：法人等団体、主業経営体、準主業・副業的経営体の合計



サブ課題間の関係性
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国産大豆等利用した
豊かな食解析システムの開発

植物性タンパク質 (大豆) の
育種基盤構築と栽培技術確立

• 高収量・高品質品種創
出のための統合解析型育
種プラットフォームの開発

• 作出品種の高度化のため
のゲノム編集等技術の開
発

• 品種ポテンシャルを引き出
す栽培技術体系の確立と
持続型栽培体系の確立

•個々人の体調、嗜好、習慣等に応
じた最適な食材の組み合わせ解析
のための
データ収集・データベースの構築

•豊かな食解析システムの開発

A

D

肥料の国内循環型利用
システム構築

動物性タンパク質 (水産物)
の次世代養殖システム構築

•生産性向上のため
のリアルタイム飼育
管理システムの開
発

•養殖拡大のための
大規模養殖技術の
高度化

•少量の餌でも成長
し易い魚種創出の
ための育種改良プ
ラットフォームの確立

•未利用資源の地域循
環モデルの確立

•未利用資源由来の窒
素、カリウム回収及び
肥料化技術の開発
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給餌
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長距離化

消費者 下水
処理場

畜産農家

農業者

食と健康を下支えする動物
性タンパク質の供給

Before

水産物のニーズの伝播

堆肥・有機肥料を利用した
栽培技術確立に寄与

必要な堆肥・有機肥料の流通・
域外流通の整備について要請
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本日の目的

『「知」の集積と活用の場』のプラットフォームを活用し、SIP豊かな食で研究開発している技
術の事業化、商品化に繋げるためのきっかけ作りをしたい。

出典：「知」の集積と活用の場 産学官連携協議会

https://www.knowledge.maff.go.jp/
https://www.knowledge.maff.go.jp/



